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リカレント教育等社会人の学び直しの総合的な充実
令和5年度予算額（案） 91億円
(前年度予算額 96億円)

リカレント教育推進のための学習基盤の整備

人生100年時代やデジタル社会の進展、絶え間なく変化する社会情勢を踏まえ、産業界や社会のニーズに対応した実践的なプログラムの開発・拡充やリカレント教育の基盤
整備を車の両輪として厚労省・経産省と連携しながら推進し、誰もがいくつになってもキャリアアップ・キャリアチェンジを実現し、新たなチャレンジができる社会を構築する。

＜社会人を主なターゲットとしている予算事業＞

①地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育
プラットフォーム構築支援事業

296百万円 【令和4年度第2次補正予算】

・自治体や大学コンソーシアムへの支援を通じたニーズ調
査や、コンテンツの集約、広報周知等を通じて継続的に
リカレント教育を実施する環境を構築

①成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業
：1,741百万円 【令和4年度第2次補正予算】

大学・専門学校・高等専門学校等を活用した社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充

・就業者・非正規雇用労働者・失業者等に対し、デジタル・グリーン等成長分野を中心
に大学・大学院等において社会のニーズに合ったプログラムを提供・横展開し円滑な就
職・転職を支援

②専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント
教育推進事業 ：402百万円（新規）

・専修学校の教育分野8分野において企業や各業界と連携しプログラムを開発・提供

③放送大学学園補助金： 7,392百万円（7,389百万円）

・数理・データサイエンス・AI関連分野の講座の体系化及び個別最適な学びの推進等

④持続的な産学共同人材育成システム構築事業

：107 百万円（202百万円）

・社会人の学び直しを含む実践的な教育を支える実務家教員を育成する研修プログラム

の開発・実施

⑤大学等における価値創造人材育成拠点の形成： 80百万円（87百万円）

・社会人を対象に、デザイン思考・アート思考の養成、分野横断型の学修を経て、創造
的な発想をビジネスにつなぐ教育プログラムの開発及び拠点の形成

＜社会人をターゲットの一部としている予算事業＞

⑦大学による地方創生人材教育プログラム構築事業
： 169百万円（220百万円）

・地域が求める人材を養成するための教育改革を実行するとともに、出口（就職先）と一
体となった教育プログラムを実施。社会人も対象に含めた短期プログラムの提供も想定。

⑧地域活性化人材育成事業： 919百万円の内数（1,450百万円の内数）

・学部等の再編を目指す取組、大学間の高度な連携等を通じ、地域資源を結集したプログラムを
構築し、イノベーションを担う人材を育成（取組の一部に社会人等を対象とした履修証明プログラ
ムを含む）。

※このほか、社会人の組織的な受入れを促進する大学等への経常費補助等を実施。

☆大学・専修学校の実践的短期プログラムに対する文部科学大臣認定の充実（非予算）

• 大学・大学院「職業実践力育成プログラム」(BP) 及び専修学校「キャリア形成促進プログラム」

⇒ 受講者の学習機会の拡充や学習費用の軽減につながるよう、認定講座をさらに充実。

職業実践力育成プログラム: 161大学等、339課程（令和４年５月時点）

キャリア形成促進プログラム：13校、17学科（令和４年３月時点）

⑥女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業
： 21百万円（24百万円）

・女性のキャリアアップ・キャリアチェンジに向けた学び直しやキャリア形成等の総合的支援

②リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・
普及啓発パッケージ事業

77百万円 【令和4年度第2次補正予算】

・リカレント教育のもたらす効果の調査研究や、指標の
開発、普及啓発を一気通貫で実施

③社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実
践研究事業 ：30百万円（14百万円）

・「マナパス」の機能強化を行い、講座情報や学習成果
の発信、学習歴の可視化等の促進

令和4年度第2次補正予算額 21億円

1



成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業

⚫成長分野におけるリカレント教育の推進は教育未来創造会議等の政府会議や、骨太

の方針、新しい資本主義実行計画等の政府文書でも求められている。

⚫そこで、大学・高等専門学校等に対し、産業界や社会のニーズを満たすプログラム開

発・実施・横展開に向けた支援を行う。

⚫併せて、大学におけるリカレント教育事業を定着発展させるため、ニーズ把握からプログ

ラム開発を一体的に実施する体制整備を支援する。

実施内容

自治体企業・経済団体

・優良プログラムの全国展開
・社会人のスキルアップ、成長
分野への労働移動の実現

令和4年度第2次補正予算額 17億円

A～D
E

事業イメージ

ニーズに基づいた
リカレントプログラムの開発・実施

リカレント教育に関する
リサーチ＆コンサルタント

大学が民間企業や社会人に対しても積極的に働きかけ、

社会人のキャリアアップ
企業の人的資本投資と生産性の向上
発展し続ける社会を支える大学

リカレント教育の
実施体制を整備

の好循環を構築

A.デジタル・グリーン分野リスキルプログラムの開発・実施
【40百万円×30拠点×２/3＝8.0億円】

➢ 主に就業者が対象。DX分野に強い企業等と連携し、応用的なデジタル・グリーン

分野の能力を育成し就業者のキャリアアップや成長分野への労働移動に繋げる。

C.各分野のエキスパート人材育成に向けたプログラムの開発・実施
【40百万円×10拠点×２/3＝2.7億円】

➢ 大学院レベルの知見を活用した課題解決を通じ、各分野のハイレベル人材を育成し、

イノベーション等に繋げるため、短期間（半年程度）のリカレントプログラムを開発・実

施する。

B.重要分野のプログラムの開発・実施（リテラシー又はリスキル）
【20百万円×20拠点×２/3＝2.7億円】

➢ 主に就業者・失業者・非正規雇用労働者が対象。各業界と連携し就職・転職に必

要な基礎的又は応用的な重要分野の能力を取得しキャリアアップにつなげる。

D.リカレント教育モデルの構築による大学院教育改革支援
【45百万円×9拠点×２/3 ＝2.7億円】

➢ 民間企業等との「組織」連携のもと、大学院のリカレント教育に係る組織内改革（リ

カレントをディプロマ・ポリシーに追加、恒常的な教育実施体制の構築等）や、養成

する人材像やスキルセットを明確化したオーダーメード型のリカレント教育学位プログ

ラムの構築（短期間プログラムのパイロット実施含む）に向けた支援を実施する。

※補助率：2/3（A～D）目的・概要

E.プログラム実施・拠点構築の支援・分析、横展開に向けた取組
【1.4億円・２か所（民間企業等）】

➢ 大学が行うリカレントプログラムの開発や実施上の課題に対する調査や助言、開発

したプログラムの横展開等に関する支援に併せ、事業の円滑かつ効果的な実施に

向けた支援を行う。 2



⚫ 大学等がリカレント教育を継続的に実施するための課題として、ニーズ把握やそれに対応した教

育プログラムの提供、受講生確保に向けた広報・周知等が挙げられている。（文科省調査より）

⚫ これらの課題解決に向けた取組は、個別の教育機関単位ではなく、地域単位で行うことが効

果的・効率的であると考えられ、さらに、リカレント教育の取組を地域に根付かせ、地域ニーズ

に応じた人材育成に資するものと考えられる。

⚫ このため、大学コンソーシアムや自治体等において、①地域に分散している人材ニーズの調

査・把握、②教育コンテンツの集約、③それらのマッチング、④広報・周知等を産業界のニーズ

を踏まえながら効果的・効率的に実施する体制を整備できるよう、産官学金の対話の場（リカ

レント教育プラットフォーム）の構築や、コーディネーターの配置等に必要な経費を措置し、地

域ニーズに応える人材の継続的な輩出に向けた仕組みの定着化を図る。

地域ニーズに応える産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援事業
令和4年度第2次補正予算額 3.0億円

「骨太の方針」（令和4年6月7日閣議決定）
• （略）学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整
備、成長分野のニーズに応じたプログラムの開発支
援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレン
ト教育による人材育成の強化等の取組を進める。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）

• 大学等において、産業界や地域のニーズに合ったリカレ
ント教育を推進するため、企業や地方公共団体等と
必要な人材像や求めるプログラム等について議論す
る場を設け、継続的なリカレント教育実施に向けた支
援を行う。

自民党「教育・人材力強化調査会」提言
• 地域の産学官等で、求めるプログラム等について議
論する場を設け、産官学連携でプログラムを開発す
るなど、地域に密着したリカレント教育プログラム開発
の支援

事業を実施する背景・概要

事業スキーム

政府文書等における提言

【委託対象】 大学コンソーシアム・自治体等（10か所×3,000万円程度）

自治体等

大学コンソーシアム
委
託

官

産学

金

都道府県
市区町村
労働局
経済産業局

地元企業
商工会議所
経済団体
業界団体

大学
専門学校
高等専門学校

地方金融機関
文部科学省

✓ 地域の人材ニーズの把握やニーズに合ったプログラム
の開発・提供・運用改善、広報・周知やコンテンツ
集約の実現。

✓ コーディネーターの配置を通じて、大学等が提供でき
るシーズと地域や産業界のニーズの効率的なマッチ
ングの実現。

✓ ニーズに応えたプログラムを継続的に提供する好循
環を創出し、人材供給を通じての地域課題解決の
実現。

事業を通じて得られる成果（インパクト）

➢ リカレント教育に関する人材ニーズの調査
➢ コーディネーター配置
➢ 大学等のシーズと地域ニーズのマッチング
➢ プログラムや事例の広報・周知（コンテンツ集約）

【主な実施事項】

➢ プログラム開発の後方支援
➢ 連携委員会開催
➢ 自走に向けたコンサルティング
➢ 成果のとりまとめ・全国展開

＊赤字は特に重要な部分

対話・連携

リカレント教育プラットフォーム
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⚫ リカレント教育に関しては、教育未来創造会議においても、学習成果の可視化やその発信

が重要な論点として挙がっているところ。また、第6期科学技術イノベーション基本計画におい

ても、リカレント教育の目標に加え、教育効果や社会への影響を評価できる指標開発が

求められている。

⚫ 一方で、リカレント教育によって、実際にどのような成果（給与、処遇への反映等）がどの

程度実現しているかについては、必ずしも詳細な調査結果やデータ等として明らかには

なっていないのが現状である。

⚫ リカレント教育の効果を提示し、個人の学び直しや企業の人材育成に関する機運を高める

とともに、成果についても広く社会に対してプロモーションし普及啓発を図る。

⚫ 併せて、個人や企業の属性に応じた学習ニーズや期待される効果を把握し、今後の大学

や企業におけるリカレント教育に関する取組をより実効性の高いものとする。

リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ事業
令和4年度第2次補正予算額 77百万円

「成長戦略フォローアップ」（令和4年6月7日閣議決定）

・学び直しの効果に関する調査研究を実施するとともに、
その結果を周知する。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）

・学び直しの効果に関する調査研究を実施するとともに、
その結果を周知する。

「科学技術・イノベーション基本計画」（令和3年3月26日閣議決定）

・2023年度までに、リカレント教育の社会人受講者数の
ほか、その教育効果や社会への影響を評価できる指標を
開発する。

事業を実施する背景

令和5年度の取組

政府文書等における提言

＜調査分析＞リカレント教育を実施した社会人や人材育成を行った企業に対して、どのような

成果や影響をもたらしたかを把握する調査を実施する。

（成果の例：個人の収入増加や成長分野への転職、新規事業創出、企業利益の増大等）

＜指標開発＞調査結果を踏まえ、リカレント教育の効果や社会への影響を分析し、

リカレント教育や企業内の人材育成が社会に及ぼす影響を評価できる指標を開発する。

＜普及啓発＞調査結果をとりまとめ、個人のリカレント教育や企業における人材育成がもたらす

効果を周知・普及啓発し、社会にリカレント教育の重要性をより一層根付かせる。

文部科学省 民間企業等

＊民間企業等に委託費を
支出し、調査研究や指標
開発、普及啓発等を行う。

＊ 実施主体：民間企業等（１箇所）
＊ 数・単価：1箇所（民間企業等）×約7,700万円
＊ 事業背景等踏まえ、単年度のみでの事業実施を想定

• 企業における人材育成の機運を高め、社会の変化に
対応できる人材の育成

• 個人の学び直しの機運を高め、個人の労働生産性の
向上につなげる

• 学び直しに際しての課題として「学習成果が見えにくい」
を挙げる個人・企業の割合の低下（例：内閣府、厚労
省調査）

• 自己啓発を行う者の割合の増加（厚労省調査）

• 社会人学習者数の増加

• 社会人（有効回答10,000人程度）、企業
（2,000社程度）に対する調査を実施。

• 調査・分析結果をとりまとめ（報告書等）

• リカレント教育の指標開発

• 報告書をSNSや広報誌等を通じて周知

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事業スキーム
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5

専門職業人材の最新技能アップデートのための専修学校リカレント教育推進事業
令和5年度予算額（案） 402百万円

背景・
課題

・各職業分野において、進歩著しい知識・技術のアップデートによる個人の資質の向上。

（例）自動車整備 × 電気自動車等のクリーン技術、建築 × ゼロ・エネルギー住宅など

・企業や団体等からの推薦により、安心して学び直しに取り組むことが可能に。

事業
概要

専修学校と企業・業界団体等が連携体制を構築し、各職業分野において受講者の知識・ス

キルを最新のものにアップデートできるリカレント教育のコンテンツを作成するとともに、企業・

業界団体のニーズに応じたカスタマイズや受講しやすい環境構築等により、多くの企業が必要と

するリカレント教育を提供することに加え、業界団体を通じて教育コンテンツの情報提供を行う

体制を作るモデルを構築し、その成果の普及を図る。

（新 規）

専門職業人材の最新知識・技能アップデートプログラムの開発

⚫ 各職業分野（専修学校の教育内容8分野）において、専修学校
と企業・業界団体等との連携により、最新の知識・技能を習得す
ることができるリカレント教育プログラムを作成。

⚫ 作成したプログラムについて業界団体等を通じて情報提供を行い、
各企業や団体から専修学校でのリカレント教育講座等が安定的・
持続的に活用されるよう体制を構築。

⚫ 上記取組をモデルとし、その効果の検証・成果について普及・展開。

⚫ 件数・単価：16分野×23百万円（予定）

⚫ 事業期間：令和5年度～令和7年度

事業メニュー

分野横断連絡調整会議の実施

⚫ 各取組の進捗管理および連絡調整を実施。

⚫ 各取組の事業成果を体系的にまとめ、普及・定着方策を検討。

⚫ リカレント教育関連の動向や各職業分野に関する最新知識・技能
等に関する情報収集、プログラム開発受託団体への提案等。

⚫ 件数・単価：１か所×28百万円（予定）

⚫ 事業期間：令和5年度～令和7年度

（数値については文部科学省「専修学校リカレント教育総合推進プロジェクト」調査結果より）

協働によりリカレント教育プログラムを開発・提供

それぞれの強みを生かし、課題を解決

＜専修学校のリカレント教育に関する課題＞

リカレント講座を開講しても受講者が集まらな
い等、事業として成立するか見通すことが困難

【参考】リカレント講座の実施に際しての課題

・・・社会人等の生徒数の確保： 28.5％

企業・団体

＜専修学校との連携によって解決されること＞

• 専修学校が持つ、受講者のレベルやスキルに
応じた教育や学習成果等の評価等に関する
ノウハウの提供

専修学校

＜企業・業界団体のリカレント教育に関する課題＞

業界ニーズを具体的な知識や技能に落とし込み、そ
れに見合った学習内容を提供するのが困難

【参考】Off-JTを実施するうえでの課題

・・・身に着けさせるべき知識・スキルの特定：32.5%

受講者（専門職業人材）

背景
・
課題

○ 社会の変化が激しく、かつて専門学校で学んだ知識・技能だけで

はその変化に対応することは困難。

○ 企業では社員に対し必ずしも十分な学び直しの時間を確保する

ことはできていない。

○ 教育未来創造会議の提言、骨太の方針等においてもリカレント

教育の推進が求められているところ。

事業イメージ

• 企業の研修・学び直し等において専修学校が提供
する講座を積極的に活用することにより、受講者を
安定的に確保

＜企業・業界団体との連携によって解決されること＞

アウトプット（活動目標) アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響）、目指すべき姿

誰もが一人一人のキャリア選択に応じて必要と

なる学びを受けられる機会の充実を図る。

開発したモデルを全国の専修学校が活用し、各

学校においてリカレント教育講座を開講

• 各職業分野ごとに職業専門人材が学び直しにより最新
知識・技能を身に着けることが可能となるプログラムについ

てモデル開発 ⇒ ８分野×2か所＝16か所 5



人生100年時代やデジタル社会が進む中、リカレント教育の重要性は一層高まっている。

⚫ 大学・民間企業等が提供するプログラムや学修を通じて得られる成果に関する情報が不

足していることが、個人の学び直しや企業での人材育成が進展しない要因の一つと考えられ

る。＊経産省の企業向け調査で、リカレント教育推進に向けた一番の課題として情報収集が挙げられた

⚫ 働き方が変化する中で、個人の学習歴を可視化して、就職・転職活動や、企業内の処遇

や評価を行う際に活用できることが、政府会議や産業界等からも強く求められている。また、

「マナパス」の機能の拡充や情報発信の強化について政府文書等で明記されているところ。

⚫ 上記の背景を踏まえ、産官学リソースの活用や、関係省庁との連携を通じて、リカレント教

育に関する情報によりアクセスしやすい環境整備を実現する。

社会人の学びの情報アクセス改善に向けた実践研究 令和5年度予算額（案） 30百万円
(前年度予算額 14百万円)

⚫ 企業向けページの充実：講座や事例、支援制度等の情報充実、マッチング機能の充実等

⚫ マイページ機能の充実：UI等利便性向上、学習記録の信頼性向上の仕組み構築

（オープンバッジなど）、学習記録を就職等に活用するためのジョブカード連携準備

⚫ 講座検索機能の充実：民間講座・受講生の声の充実、就職状況等の成果発信

⚫ ユーザーや企業が活用できるオンラインコミュニティ機能の開発

⚫ 厚労省の教育訓練給付金システム、ハローワークインターネットサービス、jobtag、

経産省のマナビDX等とのシステム連携に向けた準備

⚫ サイトの認知度向上及び、効果的な情報発信に向けたwebプロモーション等の実施

⚫ 上昇するアクセスに耐えうるサーバー強化、システム連携、サイバー攻撃を防止するセキュリティ強化

「骨太の方針」（令和3年６月閣議決定）
• オンラインや土日・夜間の講座の拡大を図るとともに、内容の検索機
能や情報発信を充実する。

「骨太の方針」（令和4年6月閣議決定）
• 学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備、（略）企業にお
けるリカレント教育による人材育成の強化等の取組を進める。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画「フォロー
アップ」」（令和4年6月閣議決定）
• 「マナパス」の機能を拡充し、関係省庁が連携して、大学等や民間
企業が提供するプログラムや学びの成果をはじめとした情報発信
の充実に取り組む。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）
• 個人の学修歴や職歴等をデータ化した上で、これを就職・転職活
動等に活用できるデータ基盤を整備する。

• 「マナパス」（社会人の学びのポータルサイト）の機能拡充による、
プログラムや学びの成果をはじめとした情報発信を充実する。

経団連「新しい時代に対応した大学教育改革の推進」
社員の受講を促すため、（略）受講成果の可視化を図る。
＊令和4年4月の経団連提言においては、プログラムの企業における活
用事例等を載せてほしい旨、述べられた。

事業を実施する背景

令和5年度の取組

過去3年間の取組

【令和2年度】 サイトの公開、コンテンツ（検索機能、特集、修了生インタビュー等）の

充実、イベント開催、テレビ・ラジオ・SNS等を活用した広報

【令和3年度】 既存コンテンツの充実、新規コンテンツ（いいね、コメント、マイページ機能等）

の追加、厚労省Job-tagとの連携、イベント開催

【令和4年度】 企業向けページ開発、マイページ機能充実、民間企業等提供講座の掲載、

民間・自治体等他サイト連携

政府文書等における提言

【実施主体：民間企業等 1箇所×3,000万円】

事業を通じて得られる成果（インパクト）

✓ 学びに関する情報取得を円滑化し、個人の学び直し及
び企業の人材育成を促進し、時代の変化に対応できる
人材の輩出や労働生産性の向上に寄与。

✓ 学習によって得られる成果や学習歴を可視化し、就
職・転職等につなげることで、学び直しに対する国民の
意識の向上や、労働移動の円滑化にも寄与。 6



＜いいね機能＞
ユーザーから関心の高い講座が一目でわかるよ
うに、「いいね機能」を搭載！！

＜講座検索＞
大学・専門学校の社会人向けプログラムを中心に5,000程度
の講座を掲載！「オンライン」 「取得資格」 「費用支援（教

育訓練給付制度対象講座等）」など、希望に沿った条件
検索も可能！企業における利用が想定される講座の検索が
可能な「企業向け講座検索ページ」を令和４年12月に開設。

趣 旨

＜動画紹介＞
社会人の学びに対する教育界・産業界からのメッセー
ジや、大学・専門学校の学習事例を紹介！！

＜ランキング機能＞
ビジネスや健康福祉、情報といった分野別のアクセス
ランキングを日々更新中！！

＜特集ページ＞
「地方創生」「就職氷河期」「経済的支援」「女
性の学び」等社会的にホットなテーマと学びを掛
け合わせて紹介！！

社会人等の学び直し情報発信ポータルサイト「マナパス」

マナパスに掲載している情報

＜学びのガイド機能＞
検索タグで、性別・年代、問題意識に合わせた学びのモデル
検索（修了生等のインタビュー）や実践的、経済的支援の
あるプログラムの検索が可能！！

＜マイページ機能＞
会員登録をすることで、お気に入りの講座を登録した
り、過去に見た講座情報が確認できるように！！
学習履歴も記録可能で、令和４年12月にはオープ
ンバッジ（URL）の貼り付け機能も実装。

・令和２年４月よりサイトの本格運営を開始し、１日あたりのPV数は3,000程度。
・大学（学部・研究科等）のマナパスに対する認知度は49.9％（令和2年12月時点）。
・Yahoo！バナー広告やテレビ番組、ラジオ番組、教育関係のイベント等でも紹介！
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職業情報提供サイト「job tag（じょぶたぐ）」、
「マナビDX（デラックス）」等、社会人に有益な情
報を発信するサイトとも相互リンク等により連携！！



参考資料（継続事業等）



令和５年度予算額（案）
7,392,014千円

【放送大学学園補助金】

支出 13,016,596千円 (13,594,517千円）

収入 自己収入 5,624,582千円 ( 6,205,221千円）

国庫補助金 7,392,014千円 ( 7,389,296千円）

参考：令和4年度第2次補正予算額：363,000千円

放送大学学園施設整備費補助金 363,000千円

（前年度予算額 7,389百万円）
令和５年度予算額（案） 7,392百万円

放送大学の充実・整備（放送大学学園補助）

「大学教育」「リカレント教育」拠点として、一層高度・効率的な学びの機会を全国へ提供できる環境を構築

◆経済財政運営と改革の基本方針2022（令和4年6月7日：閣議決定）【抜粋】

第2章 新しい資本主義に向けた改革
１．新しい資本主義に向けた重点投資分野

（１）人への投資と分配
（人的資本投資）

社会全体で学び直し（リカレント教育）を促進するための環境を整備する 。
学び直しによる成果の可視化と適切な評価、学び直し成果を活用したキャリアアップや兼業・副業の促進、学ぶ意欲がある人への支援の充実
や環境整備、成長分野のニーズに応じ プログラムの開発支援や学び直しの産学官の対話、企業におけるリカレント教育による人材育成の強

化等の取組を進める。

○ 様々な地域に住む、幅広い年代・職業の方が、自分に合ったスタイルで学ぶことができる高等教育機関。
BS放送（テレビ・ラジオ）、インターネットで400科目以上の授業科目を開設。

○ 遠隔教育の先駆者として、コロナ禍における学びの継続のため、他大学にも学習コンテンツを提供。

○ 対面でのより深い学び、学生同士の交流の場として、全ての都道府県（全国57箇所）に学習拠点を設置。
各地域で特徴のある面接授業（スクーリング）を開講。

○ 社会人を中心に約９万人の学生が在籍し、リカレント教育の推進に寄与。

〔放送大学シンボルマーク〕

１．数理・データサイエンス・AI関連分野の講座の体系化及
び個別最適な学びの推進 〔40百万円〕

○ 時間の限られた社会人等の受講がより進むよう、バックグラウ
ンドの知識や目的に応じ必要な講座だけを選び受講し、学

習を効率よく行える仕組みを構築

◆AI戦略2021（令和4年4月22日決定）【抜粋】
関連の人材の育成・確保は、緊急的課題であるとともに、初等中等教育、高等教育、リカレント教育、生涯教育を含めた長期的課題であり、
ＡＩ戦略 2019 策定時から取り組んできている課題である。 とりわけ、「数理・データサイエンス・ＡＩ」に関する知識・技能と、人文社会芸
術系の教養をもとに、新しい社会の在り方や製品・サービスをデザインする能力が重要であり、これまでの教育方法の抜本的な改善と、ＳＴＥ
ＡＭ教育などの新たな手法の導入・強化、さらには、実社会の課題解決的な学習を教科横断的に行うことが不可欠であり、引き続き注力し

ていく必要がある。

主な要求事項

9

２．知的障害者をはじめとした障害者の学習環境モデル事例
創出事業 〔30百万円〕

○ 知的障害者やその支援者への生涯学習支援につながる学
習コンテンツの作成に向けた検討（コンテンツ作成に係る検
討会議、ニーズ等調査、学習支援の取組の視察）

４．施設改修 〔363百万円〕【令和4年度第2次補正予算】
○ 災害発生時においても、全国の学習者に対して中断することなく安定的な

放送授業等を提供するため、老朽化対策等を講じ防災・減災機能の強
化等を図る

３．デジタル技術を活用した先進的な教育の展開 〔88百万円〕
○ サイバースペースでのラーニングコモンズなどを活用した、障害者も含めた学生の協働的な学び

の推進等による学生サービスの充実
○ ハイフレックス型講義など、情報通信技術等を活用した先進的な高等教育の導入

○ 大学の国際化を進めるにあたっての、在外邦人のモニター調査の実施及び海外配信を可能と
する追加の著作権許諾契約による、海外使用可能コンテンツの拡充

空調機更新（放送研究棟）

9



持続的な産学共同人材育成システム構築事業
～リカレント教育等の実践的教育の推進のための実務家教員育成・活用システムの全国展開～

令和5年度予算額（案） 1億円

（前年度予算額 2億円）

【背 景】
○ Society5.0時代を切り拓くためには、経済社会システムの全般的な改革が不可欠。中でも人材育成は何よりも重要な課題であり、
次世代にふさわしい教育システムへと改革を加速させることが必要。

○ Society5.0の推進に向けて、オープンイノベーションの実現が強く謳われる中、我が国の産学連携は欧米に比べて低調であることが
産業界等から強く指摘されている。特に、研究と比較すると教育に対する産学の連携がまだまだ不十分。

目指すべき目標

【関連する閣議決定文書】
「人づくり革命基本構想」(平成30年6月閣議決定)、「経済財政運営と改革の基本方針2019」「成長戦略2019」(令和元年６月閣議決
定)において、産学連携・接続の強化による社会人の学び直す機会の強化や、実務家教員の育成等が求められている。

目的

実践的な産学共同教育やプログラムを実施するために不可欠な
実務家教員の質・量の充実を図るため、大学等において
実務家教員育成プログラムの開発・実施等を行う。

具体的な取組内容

○最大5年間財政支援
（令和元年度～令和５年度）

○中核拠点4件
企業や他の大学等と連携しながら、
プログラムの開発、実施、全国展開
を実施

○運営拠点１件
中核拠点の取りまとめ、事業成果や
実務家教員の普及・啓発を実施

事業期間・規模

産学がともに人材育成に主体的に参画し、中長期的かつ持続
的に社会の要請に応えられる人材育成システムの構築。

・社会ニーズの提供
・プログラムの共同開発
・実務家教員候補者の派遣
・大学教員の研修受け入れ
・産学共同コンソーシアムの構
築

・質の高い実務家教員を育成するための
研修プログラムの開発・実施

・開発された研修プログラムを全国展開する
ためのプログラムの標準化・普及

○実務家教員育成プログラムの
開発、実施、全国展開

○企業と大学の
連携体制の構築・強化

○ 実践的な産学共同教育の場の創出
○ アカデミアと社会を自由に行き来できる学びと社会生活の好循環の醸成

期待される効果

好循環
の
醸成
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大学等における価値創造人材育成拠点の形成 令和5年度予算額（案） 80百万円
（前年度予算額 87百万円）

⚫VUCAの時代において、変化に対応し、不断に能力を向上させていくことが重要。

⚫教育未来創造会議等の政府会議や経団連をはじめとした産業界から、新規事業の創出がで

きる、スタートアップに貢献できる人材が強く求められている。

⚫その中で、創造性を発揮して付加価値を生み出す価値創造人材の育成が重要で、AIでは

代替できない、創造性・感性・デザイン性・企画力などを身につけさせることが重要。

⚫ついては、大学に対する支援を通じて、企業・社会に対して価値創造ができる人材の継続的

な供給を行うとともに、そのノウハウを他の教育機関等に展開する拠点を構築する。

価値創造人材育成事業の体系図

次期リーダー層
専門スタッフ

マネージャー職
スタッフ職など全員

30代

20代

• 既存の価値観や枠組みに捕らわれない創造力のある人材育
成の強化

• 付加価値を高めた商品開発や新しい社会の在り方の創出

• 生産性の向上、国際競争力の確保

• 連携企業の事業満足度 100％

• 価値創造プログラムを実施する大学数の増加

• 創造力を重視する企業の増加

• 修了生の新規事業立ち上げの貢献など

• 事業における連携企業数

• プログラムの社会人受講者・修了者数

• プログラムと連携した企業数:計50以上

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

令和5年度に実施する内容

5年間（令和3年度から令和7年度まで）

4,000万円（人件費、旅費等）× 2拠点＝8,000万円

支援大学 東京工業大学・京都大学

本事業が養成する人材

(例：個人の内面や価値観に
基づく創造的な問題解決や
ビジネスを構築する力を育成)

事業実施計画

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画
「フォローアップ」」（令和4年6月閣議決定）
• デジタル・グリーン等成長分野やスタートアップ、新規事業創

出等新たな価値を創造する人材の育成に関するプログラムの

開発を支援する。

• 個人の内面や顧客ニーズに基づく創造的な発想をビジネスに

つなぐため、2021年度に開発した教育プログラムを、2022年

度から実際に運用し、プログラムの改良及びこれを実践する

大学等の拠点構築を早急に進める。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）

• デジタル・グリーン等成長分野やスタートアップ、新規事業創

出等新たな価値を創造する人材の育成に関するプログラムの

開発を支援する。

政府文書等における提言

⚫令和４年度までに形成した大学等と企業等が連携・協働したコンソーシアムを活用し、イノ

ベーティブなアイデアが生まれる思考法等により、個人の内面や顧客ニーズに基づく創造的な

発想をビジネス等につなぐ教育プログラム（価値創造人材育成プログラム）を実施するととも

に、最終的な拠点構築に向けてプログラムの改良を図る。

⚫実施したプログラムを企業（計50程度が目標）と連携して活用促進。企業から社員を送り

出して受講してもらうことを想定。

⚫プログラムの自走に向け、有識者も交えた受講料設定や体制、拠点構築に向けた検討。

事業を実施する背景・概要

【令和3年度】 プログラムの開発（東京工業大学、京都大学）

【令和4年度】 プログラムの実施、企業における活用開始

【令和5年度】 プログラムの実施・改良、企業と連携した活用促進、自走化の準備

【令和6・7年度】 拠点構築準備・拠点の完成、令和7年度に事業終了

事業期間

支援件数
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男女共同参画、女性の活躍等に知見を持つ女性教育関係団体と多様な分野に高度な知見を持つ大

学及び研究者、企業等が連携し、

①総合的な知識、的確な判断力と実行力を高め、より高度な社会参画を目指す女性の支援

②産育休復帰支援 等

に資する社会教育プログラム（ウィミンズカレッジ）を構築。男女共同参画に関する知識の他、

Society5.0時代の最先端のリベラルアーツや、ビジネスや高度な意思決定の場で求められる的確な

判断力等、多種多様な社会生活においてアップグレードを目指す女性を対象に、それぞれの知識

の体幹強化に必要となるオーダーメイド型の学習機会を提供するモデルを構築する。

女性の多様なチャレンジに寄り添う学びと社会参画支援事業 令和5年度予算額（案） ２１百万円

(前年度予算額 ２４百万円)

〇少子高齢化、Society5.0の実現を見据える中、あらゆる分野での女性の参画拡大は社会・経済の持続可能な発展のために重要。

〇第５次男女共同参画基本計画（令和２年１２月）では、社会の多様性と活力を高め我が国経済が力強く発展していく観点や、男女間の実

質的な機会の平等を担保する観点から、指導的地位への女性の参画の拡大が極めて重要とされ、

・2030年代には、誰もが性別を意識することなく活躍でき、指導的地位にある人々の性別に偏りがないような社会となることを目指す

・そのための通過点として、2020年代の可能な限り早期に指導的地位に占める女性の割合が30％程度となるよう目指して取組を進める

ことが新しい目標として掲げられたところ。

背景等 【事業開始年度：令和２年度】

令和２年度より、女性の多様チャレンジに必要となる学びを総合的に支援する仕組みづくりに関するモデルを構築。令和

５年度は、女性教育関係団体、大学及び研究者、企業等が連携し、例えば女性が指導的立場に就くに際して必要となる体

系的な学習の提供等、女性の多様なチャレンジを総合的に支援するモデルを構築。加えて、我が国の将来を担う子供たち

の最も身近な存在である学校運営における女性の参画を推進し、子供たちの男女共同参画を推進する意識を醸成。

＜＜取組②：学校教育分野における女性の意思決定過程への参加＞＞

学校教育分野において女性の採用・登用が進まない地域に対し、各地域が抱える課題について地域の教育関係者と共有するとともに、他地域

の好事例やロールモデル等の提供を行い、当該地域における女性の採用・登用に向けた取組について支援を行う。加えて、全国フォーラムを開

催し、地域ごとの課題や好事例等の横展開を図る。

社会教育プログラム
（ウィミンズカレッジ）

・最先端リベラルアーツプログラム
・産育休復帰支援
・受講生間交流

・学びに関する相談 等

＜＜イメージ＞＞

＜＜取組①：多様なチャレンジに寄り添う学び・社会参画支援モデルの構築＞＞

大学 企業女性教育団体・・・大学 企業

プログラム企画委員会

企
画

施
設

講
師

講
師

広
報
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：事業協働地域

Ｄ 大学企 業

Ｂ 大学

Ｃ 短大

E 高専

地方公共団体

Ａ 大学
（ 事業責任大学）

企 業 地方公共団体

Ｎ Ｐ Ｏ

体 制

大学による地方創生人材教育プログラム構築事業

◎ 地方創生に向けては、当該地域にある高等教育機関が核となって、その地域の経済圏における教育と職業、教育と新たな産業を結びつけていく活動が不可欠。

◎ 人生100年時代においては、高等教育機関には多様な年齢層の多様なニーズを持った学生を教育できる体制が必要となるため、いわゆる就職氷河期世代も含

めた様々な社会人に対しても受けやすく即効性のある出口一体型人材養成の確立が求められる。

事業概要 2019年卒の大卒新卒採用予定人数の充足率

地域の高等教
育機関におい
て養成すべき
人材像の検討

ブロックごとの拠点地域を設定

57.9%
50.0% 50.7%

89.0%

61.8%

85.4%
92.0%

65.6%

77.1%

46.8%

72.7%

40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

※ 2019年4月17日「地域経済社会システムとしごと・働き方検討会」提出資料より
リクルートワークス研究所,「ワークス採用見通し調査2018」（従業員規模、業種によってウェイトバックしたもの）

①

•大学群、地方公共団体、企業等が連携・協働し、当該地域が養成すべき（産業）人材像の分析・検討

•分析・検討結果に基づき、当該（産業）人材を養成するための指標を作成

②

•指標に基づき、大学における学修と、出口（就職先）が一体となった教育プログラムの構築・実施

•各事業実施大学の運営モデルを取りまとめ、横展開

取 組

学位課程
（学士・修士・博士等）

履修証明
プログラム
（１年程度）

短期プログラム
（半年程度）

学
生

社会人

受講

サーティフィケート
（学位、資格、学修証明 等）

単
位
の
積
み
上
げ

• 大学は、60～120時間の履修証明プログラムを開発し、出口（就職先）と一体となって実施・展
開。

• あわせて、履修証明プログラムを含めた単位の積み上げによる体系的なカリキュラムを構築
し、プログラムを修めた者にはサーティフィケート（学位、資格、学修証明 等）を授与。

• 社会人の地方への転職や学び直しニーズにも対応可能となるよう、実践的なプログラムの開
発と全学的な推進体制の整備を実施。
＜教育プログラムの分野（イメージ）＞
食品、 AI・IoT利活用、医療・福祉、エネルギー・ものづくり、地場産業、国際・観光、公務員・教員

学生や社会人の地元就職出
口

サーティフィケートと連動 地域に求められる人材育成

機関としての大学の機能強

化、地域活性化

成

果

令和５年度予算額（案） 169百万円

(前年度予算額 220百万円)

◎ 事業責任大学を中心に、大学・地方公共団体・企業等の各種機関が協

働し、地域が求める人材を養成するための指標と教育カリキュラムを構築。

◎ 指標に基づき、出口(就職先)が一体となった教育プログラムを実施する。

― 事業期間：最大５年間（令和２年度～令和６年度）

― 実施件数：４件（令和２年度選定分を継続実施）

(COC+R)

【 背景 ・ 課題 】

（Center Of Community + Regional revitalization）
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地域活性化人材育成事業 ～SPARC～

◼ Society5.0を支える人材として、自然科学の素養も求められる中
において、自然科学を専攻する学生は３割に留まっている

◼ 大学が実施する教育プログラムが、地域社会が学生に期待・評価
する能力の養成に十分に対応・機能していない

◼ 本格的な産学連携が進まず、外部リソースの獲得が不足

◼ 大学間連携により、文系学部でも自然科学の素養を身に付けられる教育体制
を整備し、教育内容の充実を図る
（本事業を通じ、学部等の再編、拡充など科学技術分野の人材育成を促進）

◼ 地域社会との本格的連携による人材育成・イノベーションの創出

◼ 大学の学びを地域社会のフィールドへ展開

Supereminent Program for Activating Regional Collaboration

取組イメージ

地域の大学における課題

【事業内容】 地域社会と大学間の連携を通じて既存の教育プログラムを再構築し、地域を牽引する人材を育成

本事業で目指す姿

〇〇学園大学〇〇大学 〇〇工科大学

人文社会学

情報学・統計学

理学・工学

地域社会

【タイプ①】学部等の再編を目指す取組

地域連携プラットフォーム

連携大学のリソース等を活用した横断的なSTEAM教育

経済団体

金融機関

求める人材を育成するため地域資源を集中

オンラインもフル活用した一体的運営

自治体

大学等連携推進法人

高大接続

大学の授業科目の先取り履修や、理系進学を敬遠しがちな女子生徒向けの取組等を実施

【選定件数・単価】

3件（令和4年度選定分）×200,000千円

【タイプ②】高度な連携を目指す取組

◇求める人材像の明確化
◇地域が提供できる教育資源を提示
・教育プログラムの提案
・奨学金返還支援
・実務家教員の派遣 等

地域の場を活用したPBL

アントレプレナーシップ教育

地域学（寄付講座等）

等

地域と連携した教育プログラム

※中間評価時に学部等の再編計画を提出し、事業終了翌年
度までに実施

令和5年度予算額（案） 9億円

（前年度予算額 15億円）

【選定件数・単価】

3件（令和4年度選定分）×100,000千円

【事業スキーム】

対象：異なる設置形態の大学による構想・計画

資金：民間からの資源も獲得

取組の内在化：事業の継続性発展性を確保するため、事業の
進捗に合わせ補助額を逓減

事業期間：最大６年間（令和４年度～令和９年度） 14



平成27年度から社会人や企業等のニーズに応じて大学等が行う実践的・専門的なプログラムを「職業実
践力育成プログラム」(ＢＰ)として文部科学大臣が認定
【目的】

プログラムの受講を通じて社会人の職業に必要な能力の向上を図る機会を拡大

【認定要件】

○ 大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の正規課程及び履修証明プログラム

○ 対象とする職業の種類及び修得可能な能力を具体的かつ明確に設定し、公表

○ 対象とする職業に必要な実務に関する知識、技術及び技能を修得できる教育課程

○ 総授業時数の一定以上（５割以上を目安）を、以下の２つ以上の教育方法による授業で実施

①実務家教員や実務家による授業 ②双方向若しくは多方向に行われる討論

（専攻分野における概ね５年以上の実務経験有）（課題発見・解決型学修、ワークショップ等）

③実地での体験活動 ④企業等と連携した授業

（インターンシップ、留学や現地調査等） （企業等とのフィールドワーク等）

○ 受講者の成績評価を実施 ○ 自己点検・評価を実施し、結果を公表（修了者の就職状況や修得した能力等）

○ 教育課程の編成及び自己点検・評価において、組織的に関連分野の企業等の意見を取り入れる仕組みを構築

○ 社会人が受講しやすい工夫の整備（週末開講・夜間開講、集中開講、オンライン授業、遠隔授業、ＩＴ活用等）

平成２７年３月 教育再生実行会議提言（第６次提言）
「「学び続ける」社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り方について」

認定により､①社会人の学び直す選択肢の可視化､②大学等におけるプログラムの魅力向上､③企業等の理
解増進を図り､厚生労働省の教育訓練給付制度とも連携し、社会人の学び直しを推進

有識者会議において、認定要件等を検討

「職業実践力育成プログラム」（ＢＰ）認定制度について（概要）

－ Brush up Program for professional －

※認定課程数（令和４年１２月現在）：３３９課程
（令和５年４月以降の認定課程数（予定）：３９４課程） 15



BPの新たなテーマについて

令和２年度認定までのテーマ（平成27年度認定～）

テーマ 件数（※1）

1 女性活躍 70

2 非正規労働者のキャリアアップ 22

3 中小企業活性化 62

4 地方創生（地域活性化） 75

テーマ 件数（※2） 備 考
1 女性活躍 79 現在のテーマから引き続き

2 地方創生（地域活性化） 82 現在のテーマから引き続き

3 中小企業活性化 67 現在のテーマから引き続き

4 DX（AI・IoT等） 48
5 環境保全（カーボンニュートラル等） 13
6

就労支援 61 現在のテーマ「非正規労働者のキャリアアップ」から
変更

7 医療・介護 173
8 ビジネス等（経済・政治等） 66
9 起業（アントレプレナーシップ） 35
10 防災・危機管理 25

平成27年度にBPの認定制度が始まってから5年間は以下の4テーマを設定。
一方で、新型コロナウイルス感染症による社会変化や、AI戦略にも記載されているデジタル人材のニーズの高まり等への対応が必要となっている。
このような状況を踏まえ、令和３年度の公募からはこれまでの4テーマに新たなテーマを追加した。

新たなテーマ（令和３年度認定～）

※1 １課程で複数のテーマを設定している場合有。

※2 令和４年１２月時点。１課程で複数のテーマを設定している場合有。
令和２年度までの認定課程については該当テーマを各大学等に確認した。

4テーマから10テーマに！
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